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. はじめに

私たちの多くは，その人生のいずれかの段階にお

いて家族へのケアを経験する1)。また，何らかのケ

アを必要とする要介護者へのケアの80は，要介護
者の家族が担っているといわれており2)，増え続け

る要介護高齢者および障害児・者へのケアを支えて

いるのは，他ならぬ「家族」である。ここでいう家

族のケアとは，肉親への介護のみにとどまらず，配

偶者への介護や障害をもつ子どもへの養護など，無

償で行われている家族によるすべてのケアを含む。

この家族をケアする家族，いわゆる「ケアラー」は

これまでケアを必要とする人々へのケア提供の重要

な資源として位置づけられてきたが，近年ではケア

を提供する資源としてのみではなく，家族もケアの

対象として捉えようとする視点へのパラダイム転換

が起こっている。

このケアを必要とする家族に対して無償でケアを

提供しているケアラーへの支援の必要性は，最新の

OECDの報告書3)においても指摘されているよう

に，世界的な潮流といえる。特にわが国では，加速

化する少子高齢社会を背景にして，何らかのケアを

必要とする人々が増加している。今後，加速する少

子高齢化と単身世帯の増加など，時代に伴い，更な

る社会背景の変化が予測されるため，わが国におけ

るケアラーへの支援という問題は，より重要性を増

していくと考えられる。しかしながら，わが国では

ケアラーの権利保障やその支援に向けた整備は決し

て充分ではなく，今後の政策課題の一つである。

ケアラーへの多種多様な支援として，公的・私的

を問わず，各種のサービスがあり，これらのサービ

スの質の向上や維持のためには，提供されている

サービスの質の評価は必要不可欠である。さらに，

サービス提供の根幹となっている政策および制度の

評価は重要である。加えて，わが国ではこれまで家

族を基盤とし，現金での保障を主軸とした社会保障

制度が展開されてきたが，家族のもつ機能が脆弱化

した今日，現金での保障のみでは人々の生活を保障

し難くなってきていると考えられる。そのため，

サービス提供とその質を保証するための評価が，よ

り重要性を増している。そこで，本稿ではケアラー

の支援にかかわるサービスに焦点を充て，国内外の

先行研究をヘルスサービスリサーチおよびサービ

スの質の評価の概念である Structure, Process, Out-
comeに分けて紹介する。

. ケアラーを支援するサービスの質の評価

ヘルスサービスリサーチとは何かについては，複

数の研究者によって定義づけられている4)。その一

つである米国・ Academy Healthの定義によれ
ば5)，ヘルスサービスリサーチとは「社会的要因，

経済的システム，組織構造や経過，ヘルステクノロ

ジーとヘルスケアへのアクセスに影響する個人の行

動，ヘルスケアの質とコスト，そして最終的には私

たちの健康とWell-beingに関する科学的な調査の
学際的な領域」とされている。さらに「研究の範囲

は，個人，家族，組織，施設，コミュニティ，集

団」と定義されている。このようなヘルスサービス

リサーチの視点から，ケアラーの支援にかかわる

サービスの質の評価について考えると，さまざまな

レベルでの多様な Structure, Process, Outcomeの評
価が考えられる6)。

図はケアラーの支援にかかわるヘルスサービスの

質の評価を想定した場合の評価指標の一例である。

Structure,Process,Outcomeの 3つの評価の視点7)，

Structure, Process, Outcomeがそれぞれ何を指すか
の詳細については本連載の別稿に譲るが8)，これら
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の評価指標は，いずれもケアラーを支援するサービ

スの質を評価する上で意味があると考えられる。特

に，ケアラーの健康状態や生活の質を中心とした

Outcomeの評価は欠かすことができない。また，
これまでケアラーに関する先行研究では，ネガティ

ブな報告が多く蓄積されてきた経緯があり，高齢者

の家族介護者は介護していない人との比較において

死亡率が高い9)，要介護高齢者を介護している家族

は一般サンプルとの比較において，うつが 2倍強観
察される10)，1週間に40時間以上を介護に費やす場
合，慢性的疲労，うつ，怒りなどの精神的苦痛，家

族関係が荒れる，健康を損なう，家計が苦しくな

る11)，障害児の母親はうつが多く，特にシングルの

母親が重度のうつを抱えていることなどが報告され

ている12)。そのため，ケアラーの支援の究極の目標

は，ケアラーのネガティブなインパクトを軽減し，

ケアラーの権利を保障するための根拠を提示するこ

とである。それゆえに，ケアラーにとっての Out-
come評価，つまり，ケアラーに対して提供された
サービスの効果がどうであったのかを，ケアラーの

視点から評価することが重要と考えられる。

そこで，次にこうした評価研究の具体例を示す。

本稿で取り上げた先行研究は，Outcomeの評価の
うちでも特に Processであるサービスとの関連を指
摘しているものを抽出しており，網羅的には取り上

げていない。なお，ケアラーへの支援を考える時，

当然，ケアを必要としている要介護者へのサービス

の充実もケアラーへの支援として必要ではあるが，

本稿では主としてケアラーを対象とするサービスの

評価を中心に焦点を充てる。

. ケアラーを支援するサービスの質の評価研究

の具体例

ケアラーへの支援にかかわるサービスは，ケア

ラー自身に対する直接的なサービスと要介護者への

サービスが結果的にケアラーへの支援にもつながる

間接的なサービスに大別できる。ケアラーへの直接

的なサービスとしては，レスパイトサービス，ケア

ラーへの教育プログラムやトレーニング，電話相

談，インターネットの利用などがあり，ケアラーへ

の間接的な支援としては，ホームヘルプサービス，

デイサービスなどが挙げられる。これらのサービス

をケアラーの Outcomeによって評価している先行
研究をみると，まず，ケアラーに対する間接的な

サービスとしての居宅サービス利用に関するものと

して，Potら13)は，264人の家族介護者に対して 1
年間に 3度のインタビュー調査を実施し，ホームヘ
ルプサービスの利用への移行と家族介護者のうつの

徴候や困難，ストレイン，負担との関連について縦

断的に評価した。その結果，ホームヘルプサービス

の利用とうつの徴候や困難の減少が関連していたこ

とを報告している。また，介護負担感によるサービ

スの評価研究では，Kumamotoら14)は，82人の在
宅要介護高齢者とその家族を対象に，居宅サービス

の利用を介護者の介護負担感によって評価してお

り，居宅サービス利用によって介護負担感が減少し
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たことを報告している。また，Carreteroら15)は，

高齢者をケアする117人のインフォーマルな介護者
が利用するホームヘルプサービスについて，同様の

サービスを利用していない対照群との比較によって

評価した結果，介護負担感は軽減していなかったこ

とを報告している。その他，Chouら16)は，Ander-
sen's Behavioral Modelを用いて，知的障害をもつ
成人をケアしている792人の親に対して，ホームヘ
ルプサービス，レスパイトケア，職業訓練，交通

サービスをも含むソーシャルサービスの利用の関連

要因について調査し，ケアラーの社会経済的要因と

家族関係やソーシャルネットワークがサービス利用

に関連したことを報告している。

ケアラーに対する直接的なサービスを評価した研

究としては，Kalraら17)は，300人の脳血管障害の
高齢者のケアラーに対して，ケアラーへのトレーニ

ング（脳血管障害に関連した褥創予防や失禁，栄

養，ポジショニングなど，日常生活上，起こりうる

可能性の高い問題に対する予防，サービス利用な

ど）を実施し，Randomised Controlled Trial（以下，

RCTとする）の手法を用いた上で評価した。その
結果，ケアラーがトレーニングによって介護負担

感，うつ，不安が低下し，高い QOLを保持したこ
とを報告している。また，Hardingら18)は，在宅緩

和ケアサービスの評価の研究において，その結果，

不安，うつ，負担などの精神的健康に影響がなかっ

たものの73人のインフォーマルな介護者に対する小
規模グループへの教育プログラムを継続的に実施

し，それらの介入の成果を評価した。同じくケア

ラーへの教育プログラムについて，Kurzら19)は，

292人の中程度のアルツハイマー型認知症患者のケ
アラーに対して，RCTの手法を用いて，アルツハ
イマー病の一般的な知識をはじめ，法律や制度に関

する問題などを含む教育プログラムを実施後，評価

した結果，介護者のうつの減少はみられなかった

が，精神的な QOLは改善傾向を示したことを報告
している。

このように，ケアラーへの支援にかかわるサービ

スをケアラーの Outcomeによって評価している研
究から，以下のことが指摘できる。上述した教育プ

ログラムやトレーニングについては，比較的，サー

ビスの評価が容易であり，近年，RCTによる研究
成果が報告されている。しかしながら，ホームヘル

プサービスなどをはじめとする要介護者へのサービ

スについては，要支援者を対象としたサービスであ

り，また継続的であるため，その効果の実証が難し

い。サービスがケアラーへの負担の軽減に効果的か

どうかを示すことは，サービスの利用と介護負担の

関係が複雑なため難しいとの指摘もなされているよ

うに13)，サービスの効果には複数の要因が関連して

いること，その関係性が複雑であることから，評価

は容易ではなく，研究方法および研究デザインの制

約がある。そのため，研究デザインを決定する際に

はモデルの使用等によって，各変数を整理しておく

必要がある。また，ケアラーへのサービスの効果を

評価する際，ケアラーのもつ介護負担感や不安，

QOLの変化などの主観的な健康状態は，評価の指
標として重要と考えられる。しかしながら，個人レ

ベルの主観的な指標と同時に，客観的な指標による

個人レベル，社会レベルへの影響の評価も今後，特

に必要と考えられる。

その他，ヘルスサービスリサーチの主要な役割の

一つとして，政策立案や政策評価がある。ケアラー

に関する評価指標を用いて，政策を評価する研究は

わが国においても少ないが散見されており，介護保

険制度発足前後においては，在宅の家族介護者135
人に対して実施した縦断調査によって，介護負担

感，主観的幸福感，抑うつの変化を評価した結果，

介護負担感はわずかに改善していたが，主観的幸福

感や抑うつは改善していなかったという報告20)，ま

た在宅の家族介護者294人に対する調査において，
介護者のストレスは軽減していなかったとの報告21)

がある。サービスの効果を考える際に，その効果を

どのレベルで測定するか，これもヘルスサービスリ

サーチにおいて考慮すべき事項である。サービスの

効果は個人レベル，組織，集団などのメゾレベル，

さらにはマクロレベルでの測定および評価も可能で

あり，海外ではケアラーを対象にした国レベルの

データを用いた評価が報告されている。しかし，わ

が国では国レベルのケアラーに関するデータはな

い。既存のデータを活用し，国レベルでのケアラー

および要介護者の介護保険前後での比較を行った初

めての研究が，田宮・野口らによって，最近，

Lancet誌に発表されたところである22)。この研究

によれば，ケアラーと要介護者の健康レベルへの効

果は明らかにはならなかったが，介護時間は介護保

険によって減少していた。しかし，その減少幅は高

所得者において大きく，高所得者ほど，介護保険の

恩恵を受けていることを示唆するものであった。し

かし，これは介護保険政策評価に焦点をあてた調査

ではない国民生活基礎調査からの可能な範囲の分析

であり，国レベルで評価した初めての研究である

が，項目等に限界はある。政策立案および政策評価

に向けたヘルスサービスリサーチを考えるとき，国

レベルでのデータベース構築は，わが国における今

後の重要な課題と考えられる。
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. おわりに

本稿では，ヘルスサービスリサーチの視点から，

ケアラーへの支援に関するサービスの評価にかかわ

る研究の具体例を紹介し，その意義について述べ

た。既に，諸外国の一部ではインフォーマルなケア

を行うケアラーを政策対象とした上，公的制度の中

に明確に位置付け，その上で，社会的・経済的・文

化的背景などに応じたケアラーへの独自の支援策を

展開している。特に，先駆的にケアラーへの支援を

国の政策として取り組む英国では，“Carers (Equal
and Opportunity) Act”が制定され，ケアラーの権
利を法的に保障しており，それに基づく多様なサー

ビスを展開している。さらに，ケアラーへのサービ

スの必要性等をアセスメントする Carers Assess-
mentというサービスが自治体等から提供されてい
る23)。しかし，このような英国の背景には，さまざ

まなケアラーへの支援にかかわるボランティア団体

などの民間組織，加えて研究者との連携による膨大

な調査や研究が蓄積されており，それらがこのよう

なケアラー支援の大きなムーブメントへ貢献したと

いってよい。わが国においても2010年に“ケアラー
（家族など無償の介護者）連盟”という組織が結成

されている。筆者もその一員であるが，この組織は

日夜，無償でケアを行うケアラーを典型的かつ伝統

的な従来からの日本型縦割り式の捉え方ではなく，

横断的かつ包括的に支援することを目指した日本で

初めての組織である。昨年度はわが国で初めてのケ

アラーへの全国調査を実施し，その成果を社会に向

けて発信しているところである24)。加速化する少子

高齢社会の中で，家族によるケアに伴うさまざまな

困難への新しい思考と方策，そして挑戦が求められ

ている。そのためには，サービスの質の評価，そし

て政策評価および政策立案の根拠を提示するヘルス

サービスリサーチの実践とその集積が課題と考えら

れる。

なお，本稿の一部は，平成23～25年度 文部科学省科学

研究費 若手研究（B）「在宅障害児の家族のユーザーフ
レンドリーなサービス利用体制の構築に向けた実証研究

（課題番号23792667）」およびファイザーヘルスリサーチ
財団の助成による。
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